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　広い意味で個人は生産・消費生活を営み、そのあり方は多かれ少なかれ国家の側から、明示的には
法・政策によって、暗示的には政治的状況によって枠づけされる。私たちは、その生活のあり方によ
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って大きく思想や意志のあり方が左右されるが、その一方で私たちの思想・意志は、個人的にも、集
合的にも国家意志や政治思想に同化でき、かつそれ以上の理念を抱けるという意味で国家の枠を超え
ており、多数の意志表示により国家の枠の変動を引き起こしうる。私たちはこれから現代ソ連の労働
者の政治的状態を検討するにあたり、まずソ連の労働者の生活過程にかせられている枠の特徴を概観
し、その枠組を変動させる要因として、意志表示の形式としての参加とその限界を見てゆくことにす
る。
　1．党　派　性
　ソ連の労働者の政治的状況を考察するにあたり、まず考えなけれぽならないのは、党によって労働
者に対してなされる数多くのキャンペーンである。例えぽ「社会主義競争」「生産性向上」「規律強化」
などのキャンペーンは、毎日のように各種の新聞の見出しを飾っている。マイケル・エルマン（Mi．
chael　EIIman）は、第一次五ケ年計画（1928～32年）に重視された対抗（呼応）計画36）（BcTpeqHblti
nnaH）が、第九次五ケ年計画（1971～75年）において復活したことについて次のように述ぺている。
「対抗計画の採用は、しばしば社会主義競争と結びつけられる。このように精神的誘因と党の位階制
組織に力点がおかれたことは、物質的誘因と省の位階制にたいする反動の一部であって、これが1970
年代の特徴をなしていた。それはまた、先にのべた党による統制の一例でもある。」37）このように、労
働の誘因38）として、キャンペーソが中心となるということは、何よりも経済のメカニズムに党派性39）
が深くくいこんでいることを意味している。
　数多く展開されている社会主義競争の形態の基本ライン〔共産主義土曜労働（1919年開始）→突撃
作業班運動（1930年開始）→スタ・・一ノブ運動（1935年開始）→共産主義労働態度をめざす運動40）
（1958年開始）〕は、すべて現在でもキャンペーンの中心となって新聞紙上を飾り、それぞれの運動
での党の役割が強調されている。
　そのキャンペーンのうちスタハーノブ運動を取り上げてみよう。スタハーノブ運動は、1935年8月
30～31日にかけて、ドンバス炭鉱の採鉱夫アレクセイ・スタハーノフが、一交替時間中（5時間45分）
に102tの石炭（従来のノルマは6～7t）を採掘したことに始まる。更にスタハーノブは連日のよ
うに記録を175t→227t→340tとイ申ぽし、全国各地の炭鉱のみならず、コルホーズを含む各種の産
業でスタハーノブ運動が展開された41）。それまでキャンペーンの中心であった〈突撃作業班運動〉
（yaaPHHqeCTBO）は「特に肉体的な元気さ、腕力および作業力にものを言わせた」自発的過超労働
によるものであったのに対し、スタハーノブ運動は「技術のいっそう攻妙な使用により、班作業によ
り、新しい分業形式の採用によって労働の生産性を高めようとしたものである」42）。つまり「労働ヒロ
イズム、意識、努力」の突撃作業班と「新技術の効果的適用、創造性」のスタハーノブ運動という43）
ことになる。このように科学的な労働組織と結びつけられたスタハーノブ運動は、50周年を迎えた
1985年になっても、新たな意義を強調されることになる。
　江川昌氏は「崩された労働神話」44）として、50周年を迎えてスタハーノブは超人的英雄の座から引
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きずり降ろされようとして」おり、英雄をつくり出す精神主義から「だれもが“小スタハノブ”のよ
うに働ける労働条件（賃金、生産設備、生活環境など）り整えてい」くという合理的な考えに移行せ
よ、とするソ連政府機関紙『イズベスチヤ』の記事を紹介しているが、これは現在行なわれているス
タハーノブ運動キャンペーンの意義を見落すことにもなりかねない。確かにスタハーノブ運動には、
精神性、英雄性の強調はなくなったけれども、正しい労働組織（人員合理化）、物質的誘因の強調（ス
タハーノブは普通23－30ルーブル稼く゜所を200ノレーブル受け取ったことが強調される）45）など、常に最
優先の課題を盛り込んでキャンペーンされている。そして精神性は「突撃」キャンペーンで、自己規
律性、自主性は「土曜労働」キャソペーンで補われるという具合である。
　スタハーノブ運動では、非党員労働者（スタハーノブの入党は1936年4月である）を競争に見事に
組織した党委員会、党オルグの役割が強調される46）のが常であり、特に最近の歴史家は党の指導性を
強調しているようである47）。このようにスタハーノブ運動は労働の科学的組織化や創意と結びつけら
れ、現在ソ連の中心課題ともいえる科学技術革命（NTR＝nauchno－tekhnicheskaya　revolyutsiya）
の文脈でもその意義を強調しているが、これは科学性の中にしっかりと党の指導をくみ入れているこ
とに他ならない。またソ連では「社会の科学的管理」（NUO＝nauchnoye　upravleniye　obshchestvom）
が脚光を浴びているが、この「焦点が管理の方法であり、目的におかれて」おらず、予め決定ずみの
社会的目的・公的政策を実行するにあたって、科学的・技術的・社会的知識がとみに重要化しつつあ
るというのが中心テーマ」48）であることを考えても、その科学性は党派性としっかり結びついている。
　ソ連型計画経済が、計画経済というより指令経済であるといういい方は数多くなされている49）。マ
ルクスの「欲求理論」を独自発展させた視点から現存社会主義国を批判したハンガリー出身のアグネ
ス・ヘラー（Agnes　Heller）らは次のように言う。「東欧社会における計画化は、基本的な将来の選
択可能性の予測、今日の緊急必要事からする戦略的決定の要綱の作成ではない。長期にわたって、全
従属単位の経済的行動様式の基本的諸特微を規定することを目的とした、拘束的命令の集大成であ
る。」50）
　このような計画（planning）よりも統制（control）が重視される経済では、経済構造の上下関係
が服従・不服従のヒエラルキーとなり「過度の中央集権ご動員体制」を生み出し、真の自治、分権化
の試みには極度に臆病になる51）と考えられる。エルマンはこのような著しい権力の不平等を必要とす
る方法によって、族爵と盒ゐ秀饒ゐ相爵函季專が達成されたとする52）。例えぽ、ソ連経済に都市失業
のない理由として、「合理的低賃金政策」があげられるが、それは「労働者階級の積極的反対を封じ
こめる政府」があるが故に可能というわけである53）。この指令性も、その源泉をたどってみれば、党
の優位性に行きつく。エルマンが労働の計画化の中の重要なものとして道徳的方法をあげている54）よ
うに「ソビエト社会では、労働における道徳的刺激が大きな意味をもっている。」55）この道徳的刺激を
担っているのが党であることは言うまでもない。
　科学性と道徳性は党の統制下にあることは確かであるが、スターリン時代のようにそれらが「絶対
的真理」にまで高まることはない。というのも、ソヴェト社会の成熟により、批判する人間に対して
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行なわれた極度の観念論的な「レッテル貼りメカニズム」は、無力化されつつあるからだ。具体的な
事実を追求していく人権運動に象徴される社会意識の形成は、その証左と言えるだろう56）。
　2．参　　　加
　人々の不満の増大から生じた社会不安は、政治的領域で対処され、変動を引き起こすというと事態
を単純化していると思われるかも知れないが、1980年夏のポーランドでの事件の展開は、その典型的
な道をたどった。
　ソ連での労働者の不満57）が、最終的にはストライキ58）や自由労組結成59）に至る道筋を明示的に描い
たのがベツィ・ギドヴィツ（Betsy　Gidwitz）である。彼女は、　A・サハロフなど異論派の見解や西
側に出た資料、更に労働組合機関紙『Tpyn』（労働）などを使って、労働者の不満を分類し、その
原因を検出する。そしてそれらが既存の機構では解決できずに、ストライキや自由労組結成に至って
いると指摘する60）。同じく、ポーランドの「連帯」の誕生に触発されつつ、ソ連での自由労組の誕生
を一般の労働者の不満から跡づけようとしたのが、岡田裕之氏である。岡田氏は「ソ連労働者大衆全
体の苦脳・困窮」の程度を検討するのに、「労働力流動」についてのソ連の社会学者の調査報告を詳
しく分析する手法をとる61）。
　またヨセブ・ゴドソン（Joseph　Godson）は、労働組合が党によって浸透されてしまい（例えば組
合のトップには、ほとんど労働組合活動の経験のない党員が上から任命されることなど）、国家の計
画によって固定された生産性向上と規律強化を第一目標としており、西欧の技術、労働組織を取り入
れた場合、最低限必要な役割を果たしていないことから、ソ連での自由労組結成が試みられていると
論じた62）。私自身前稿において63）、不満を集約する仕組みが旧態依然たるままであれば、異論活動の
意義はますます高まるであろうと結論づけたのであるから、不満から自由労組の結成という所まで道
を切り開いていくこれらの論法に異議があるわけではない。しかしここでは、人権運動を中心とする
異論派の政治的局面を論じるのではなく、不満を持っていたとしても、自らの生活過程を日々続けな
けれぽならない労働者の状態を概観するのであるから、公式の参加の状況に少し詳しく触れよう。
　アクレス・プラヴダ（Alex　Pravda）はソ連の労働者の公式の政治参加について「化粧した参加」
（cosmetic　participation）であるとし、「偽善的な同調は安定に寄与し、労働者の順応的傾向を強化
する」と述ぺている。プラヴダは公式の参加を①（選挙を含む）大衆的デモンストレーションへの時
々の参加②組織や運動への加入③活動主義一に分類している64）。　　　　，
　このような公式の参加を考える時、それが政治的組織への参加なのか、経済的管理参加なのか区別
する必要がある。田中雄三氏は「ソ連の諸文献におけるく参加〉事象の分類」について、ソ連の論者
たちがく参加〉と言う時、「党組織」から「労組」「社会主義競争」「常設生産協議会」「同志裁判所」
に至るまで列挙したり、無秩序にあげるだけで、〈参加〉の形態、領域、段階、役割などについて整
序していないとソ連の労働者のく参加〉概念の混乱について指摘している65）。
　企業（職場）レヴェルでは、労働者は不同意を表明できる自由があると感じている66）とされるが、
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問題は「この地方レヴェルや職場での参加が、労働者の要求を国家にとってより都合のよい型に方向
づけられる」ということteある。労働者の職場での参加の目的が、生産性を刺激したり、社会主義を
支持させる方向に労働者を社会化することにあり67）、決して自由な批判や討論ではないのである。ソ
連の論者のほとんどすぺてに共通してrr積極性』の発揮ないしひきだしと、『管理』への参加ないし
ひき入れとの事実上の同一視」が見られるという指摘68）も、「動員」か「参加」という問題に行きつ
いてしまうようだ。塩川氏が初期の社会主義競争を論じた時「自発性の動員」と名づけた69）のも、こ
の事情を物語っている。例えぽ「規律強化」キャンペーソにしても、自律か他律かという矛盾を含ん
でおり、規律と同時に自主性が強調されること70）は理解できる。
　公式の参加が「化粧した」ものであることは、たとえ体制の安定に寄与しようとも、体制にとって
二つの大きな欠点を持つとされる71）。①労働者の真の態度、忠実度の強さを評価するために参加行動
が利用できない②公式の参加に対する不信によって、労働者の意見を集約する非公式のチャンネルと
方法を発達させることである。公式外のチャソネルとしてプラヴダは①大衆的抗議、運動②スト③作
業のペース・ダウソと部分的停止④労働規律違反と転職をあげており、特に非公式では労働者は政治
的になることを極力避け、③④の方法をとっているという72）。そしてこのような非公式活動を行なう
にあたって、「二重権力」ともいえる熟練労働者を中心とした非公式の圧力団体的活動の洗練された
組織があり、正面切った対立を避けるのに寄与しているとし、その「二重権力」が発達しているハン
ガリー、チェコスロヴァキアでは、①②の事態は極力回避され、それが未発達のポーランドでは、事
態が①②に至ってしまうと論じている73）。
　このような③④の方法が即政治的抗議の一種であるとはみなせない。ヴァヂム・ベロッェルコーフ
スキ＿74）は、現体制の下では労働者は集団的手段（労働組合やストライキなど）によって自分を守る
可能性が奪われているので、労働者は自分の状況を良くするため、当局のキャンペーソどおり模範的
労働者になる以外に「持ち出せて売ることができるものはすべて工場から盗み出すか、r左の』仕事、
っまり非公式の注文での販売をする」と述べている。「とても普及している方法は労働者の小さなグ
ル＿プの『半ストライキ』で、管理部が架空の労働遂行についての報告に記入することによって普段
の給与とプレミアムの総額を上げない限り、働いているふりを始めるか・何もしないで座ったままで
いる相当の理由をみつける（か作り出す）のである。すべてこのような方法は、当然のことながら堕
落に満ちており、管理者と労働者の連帯保証の気分を生み出す。管理者は労働者が忠実である限り・
労働者の窃盗と小細工を見て見ぬふりをする。」75）ペロツェルコーフスキーは、このような行動や蔓延
しているアルコールを、体制との闘いとみるのは幼稚な考えであると論じている。
　非公式のチャソネルは、自由労組やストライキを政治的行動の頂点として、生活防衛76）や生活向上
の個人的な経済活動（生産＝消費活動）に限りなく拡散していき、政治的色分けは不可能になる。し
かしこのような非公式のチャソネルの総体と公式のチャンネルの関連も見逃すわけにはいかない。
　例えぽルーマニアでは、1977年12月の党全国大会以後、労働者の経営参加機関である労働者評議会
における「自主管理活動」キャンペーンが展開されたが、これは1977年のジウ・ヴァレイ（Jiu　Valley）
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での有名なストライキと1970年代に顕著になった不満の徴候（労働者流動や党承認型参加への無関
心）と密接なつながりがあるとされる。もちろんこの場合、「自主管理」が叫ぼれつつも、その限界
特に党の民主集中制の原則の堅持が強調される77）。
　ソ連においても、ポーランドの「連帯」が盛んなころは、労働組合がかかえている問題点を批判す
るキャンペーンがおきたが、ポーランドに戒厳令がひかれた後は「元通り」労働組合は生産性向上に
尽くすよう強調された78）。また、1977年憲法第8条に基づき、1983年4月に新聞紙上に草案が発表さ
れ、紙上公開討論の形を経て、同年8月1日に効力を発した「労働コレクチーフ（集団）」に関する
法律も、党が労働者に対する統制を失ってしまったポーランドのような事態を防ぐためにとられた方
策の一つであり、明らかにポーランド事件の影響を受けているとされる。この労働コレクチーフに関
しては経営参加と規律強化の二面が強調されたが、前者については、単独責任制を主張する経営側か
らも、労組自体の機能の侵食だとする労働組合からも反対の声が強かった。そのためもともと企業側
と労働者を協調される役割が大きかったとも思える経営参加の面は、更に骨抜きにされ規律強化の方
針が優先される法案となった79）。
　全ソ連邦労働組合中央会議（BUCnC）議長S・シャラーエフ（C，　LIlanaeB）は、「労働コレクチ
ーフ」や「団体協約」などの「自主管理」組織の重要性をとりあげながら、「発達した社会主義の段
階において、社会の自主管理システムでの労働組合の役割の向上は客観的法則である。しかしこのこ
とは決して機械的プロセスではない。このプロセスはそれ自体で自動的に作動するのではなく、ソヴ
ェト社会の主要で指導的な力であり、その政治システムの核である共産党の方向づけられた活動の結
果である」と述べている80）。また0・シカラターン（0，田KapaTaH）も、いわゆる「自主管理生産
細胞」について、ブレジネフの「『上からの』よい管理と『下からの』イニシアチヴ」という言葉を
引用しつつ、1960年代前半に行なわれた社会的自主管理への移行の実験は時期尚早の試みであり、生
産コレクチーフは共産党によって指導される民主集中制という原則に基づくべきであり、実際コレク
チーフに参加している党員は、非党員に比べ、積極性、規律、イニシアチヴの点で秀れていると論じ
ている81）。このように非公式のチャンネルは明らかに公式のチャンネルのあり方に反映しているが、
主体としての党という原則は崩されることはない。
　1956年のハンガリー、1956、80年のポーランドの「下からの」動きと対照的な状況にある党による
「自主管理」を「上からの自主管理革命」82）と呼ぶこともできよう。しかし、政治権力のあり方を
「上から」「下から」という比喩を使っているうちはまだ迷路の中にいるという感が強い。労働者を
主体とする自律的な意志表示が大きな枠組を破棄するように見えながらも、結果としてその自律性を
枠づけてしまう他律的な意志の押しつけとして終わる。その意志は労働者階級から国家＝党＝官僚に
かすめとられたのだとののしることは容易だが、私たちはそのメカニズムの本質を解明するまで、「上
から」「下から」の比喩にとどまり続けるであろう。
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